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地・こ・デジ特別委員会質問要旨 

 

『一般質疑 ―わが国のデジタル化の根本的問題点について― 』 

 

立憲民主党 福  田  昭  夫 

はじめに 

 

１．デジタル田園都市国家構想総合戦略のデジタル基盤整備について 

（１）データ連携基盤の構築（公共・準公共領域）について・・・資料１ 

   ① 国による地方公共団体のデジタル基盤・機能の提供について 

   ② 地方公共団体の基盤業務システムに係るガバメントクラウドの活用について 

   ③ 地方公共団体情報システムの統一・標準化について 

 

（２）マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大について・・・資料２ 

① マイナンバーカードの普及促進：健康保険証との一体化を進めるオンライン資格確認等システム 

について 

   ② マイナンバーカードの利用拡大：キャッシュレス基盤の構築による地域活性化の統一コード 

（ＪＰＱＲ）について 

   ③ 主要ＫＰＩデジタルインフラの整備について・・・資料３ 

イ． データセンター／海底ケーブルの整備推進について 

ロ． Beyond５G（６G）の開発・実装について 

 （３）デジタル基盤の整備と生活サービスの全国的な横展開について・・・資料４ 

   ① デジタル基盤の整備と田園都市国家構想の実現戦略について 

   ② 国が整備したデジタル基盤を活用したサービスでほんとうに心豊かな暮らし（well-being） 

ができるのか 

   ③ わが国でも米国やＥＵのように個人情報を守るための法律が必要ではないのか 

 

２．わが国のデジタル敗戦による植民地化について 

（１）２０１７年４月１９日発行された『スノーデン日本への警告』の３点を認識してデジタル化を 

進めているのか  

① 電話のメタデータのバルク・コレクション（bulk collection）、プリズム（PRISM）、 

     アップストリーム（Upstrem）の３つのプログラムを知っているか 

② 米ソの冷戦後の米国の利益を守り続けるための３大方針を知っているか 

 



（２）米国とのデジタル貿易協定のように（a）政府調達と（b）政府の権限の行使として提供されるサービスが

整然と並んで、協定の適用除外と規定されている協定はあるのか・・・資料５ 

① この協定は２０１９年１０月７日ワシントンＤＣで署名され、１２月４日国会承認、１２月１３日公

布及び告示、２０２０年１月１日効力発生したものだが、同様の協定はあるか 

② 時を経ずして、２０２０年２月１４日総務大臣が「安全面で優位だ」という事で、政府クラウドにア

マゾンウエブサービス（ＡＷＳ）を採用すると発表したが、これは出来レースではないのか 

③ ２０２２年度には「政府共通プラットフォーム」と「地方公共団体の基幹業務システムのガバメント

クラウド」に米国の４社を採用しているが、スノーデンの警告を考えると大変恐ろしい事ではないの

か 

 

（３）最近のデジタル化をめぐる政府の対応について 

   ① アップル・グーグルなどデジタル業者に対する「独禁法上問題等」についてどう対応するのか 

   ② 生成ＡＩに関する政府内における検討状況はどうなっているのか 

 

おわりに 

 

要求大臣：河野大臣・岡田大臣 

政府参考人：デジタル庁・外務省・厚労省・総務省・個人情報保護委員会・公正取引委員会・内閣府 


